
平成 25 年４月２日 

行政改革推進会議 

 

今後の行政事業レビューの実施等について（案） 

 

１ 行政事業レビューの実施について 

行政事業レビューは、各府省自らが、外部性・公開性を確保しながら、予算の執行状

況を点検し、その結果を事業見直しに反映させる取組であり、予算の PDCA サイクルの具

体化を図るものである。 

また、国の全事業についてレビューシートが公表されており、事業の実態に加え、予

算の要求段階における検討過程が国民に明らかになった。 

  政府は、行政事業レビューを毎年実施することにより、事業のより効果的かつ効率的

な実施、国民への説明責任の確保、透明性の確保を図り、もって国民に信頼される質の

高い行政の実現を図るべきである。 

この点について、政府の方針を明確にした上で、責任を持って推進することが望まれ

る。 

 

２ 実施方法等の改善の方向性について 

行政事業レビューの実施方法等については、次のような改善に取り組む必要がある。 

 

【①外部チェック体制の明確化】 

・ 各府省の推進体制は、政務・職員・外部有識者を構成員とするチームから、職員

を中心に構成されるチームに変更する。また、外部有識者のチェックは、そのチー

ムとは独立して行われるようにする。 

【②外部チェック対象の重点化】 

・ 外部有識者のチェック対象を重点化し、より効果的・効率的な事業点検が行われ

るようにする。 

【③熟議型による公開議論の実施】 

・ 公開の場での事業点検は継続し、無駄の削減の観点だけでなく、より効果の高い

事業に見直すとの観点で熟議型により議論を進める。また、議論の取りまとめ結果

は外部有識者の意見として取り扱うものとする。 

【④政策評価との連携強化】  

・ 政策評価との連携強化を進め、情報の相互活用や一覧性のある公表など、それぞ

れが効率的・効果的に実施されるようにする。 

 

具体的な改善の方向性については別紙１「行政事業レビューの改善策について」に、

改善策を踏まえた全体の実施方法等については別紙２「行政事業レビュー実施要領」に

まとめたとおりであり、政府においてはこれらを踏まえ、毎年の取組を進めるべきであ

る。 

また、基金を活用した事業については、これまでの行政事業レビューでは執行状況の

把握、点検を十分に行えないことから、政府として、別途の取組により、これを点検、

公表すべきであり、別紙３「基金シート実施要領」にまとめたとおり進めるべきである。 

資料１
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（別紙１） 

 

行政事業レビューの改善策について 

 

 

１．各府省における自律的な取組（事業の点検・見直し）のあり方 

 (1) 各府省の点検体制について 

① 各府省の職員による責任ある事業の点検が行われるよう、各府省は、大臣官房や各部

局等の職員からなる「行政事業レビュー推進チーム」（以下「チーム」という。）を設置

し、行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）の着実な推進を図る。 

② 各府省は、チームとは独立して、外部有識者による事業の効率的・効果的なチェック

ができるよう体制整備を行うとともに、外部有識者のチェック結果については、国民に

わかるようレビューシートに明記する。 

③ 外部有識者は全てのレビューシートをチェックするのではなく、 

・ 前年度に新規に開始し、当該年度が点検初年度の事業 

・ 当該年度に事業の最終実施年度又は最終目標年度を迎えるため、事業の終了又は継

続等を判断する必要がある事業 

についてチェックするとともに、 

・ 事業の実施期限がないものや期限途中に事業内容の大幅な見直しを行ったもの等に

ついて定期的にチェック（5年に1度など） 

を行い、重点を置いた、メリハリのある効果的・効率的なチェックを実施する。 

 (2) 事業の点検・見直しの視点・基準について 

① レビューは、無駄の削減を進めるための取組というだけでなく、より効果の高い事業

に改善するための取組であり、事業担当部局をはじめ各府省の職員は、別添の視点・基

準に基づき、特に、 

・ 同じ予算でより多くの成果を引き出す工夫はないか 

・ より少ない予算で同等以上の成果を引き出す工夫はないか 

といった観点から、点検・分析を行う。 

② 各府省は、点検・分析がより具体的かつ定量的で、国民にわかりやすいものとなるよ

う、外部有識者それぞれの特性や専門性を十分に活用する。 

 (3) 点検結果の概算要求への反映について 

チームは、全ての事業に係る事業担当部局の点検結果についてチェック（サマーレビュ

ー）を行い、適切な指導等を実施するとともに、各府省は、チームのチェック結果につい

て概算要求や予算執行に的確に反映する。 

   

２．レビューシートの作成・公表のあり方 

(1) 全ての事業について統一のレビューシートを作成し、公表することは、税金の具体的な

使い道について国民にわかりやすく説明する取組として重要である。 

(2) 成果目標や活動指標、点検結果の記載は、外部有識者の知見も活用しながら、できる限

り具体的、定量的なものにする。 
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(3) 基金や交付金などは、国からの交付先である地方公共団体等以降の交付先まで記載する。 

 

３．公開の場における事業の点検のあり方 

(1) 公開性に関し、可能な限り透明性を確保できる形態で点検・議論を行う。この場合、国

民への情報提供はインターネット中継を通じて行うなど、効率的な実施に努める。 

(2) 限られた時間の中で、一定の明確な結論を出していくことは、国民へのわかりやすい説

明の観点からも重要である。このため、論点を絞り、明確化して点検・議論ができるよう、

外部有識者との事前勉強会の実施など事前準備を十分に行う。 

(3) 公開の場での点検・議論は、無駄の削減の観点だけでなく、より効果の高い事業に見直

すとの観点から熟議型により行うこととし、具体的な改善点や今後の方向性を共に考え、

その結果を外部有識者の意見として取りまとめる形で進める。 

(4) 対象事業については、 

・ １の(1)の③に掲げる事業のうち、公開の場で検証を行うことが有効と判断されるもの 

について点検・議論を行うことを基本とする他、 

・ 当該年度に政策評価の対象となった施策を単位として、その施策に属する複数の事業 

についてどの事業を優先し、どの事業を見直すか等の視点での点検・議論なども行う。 

 (5) より効果的で厳格な点検・議論が行われるためにも、行政改革推進会議の一定の関与が

必要である（公開の場で点検・議論を行う対象事業や外部有識者の選定）。  

 

４．行政改革推進会議等による関与のあり方 

行政改革推進会議は、 

・ 各府省のレビューの取組を検証し、良い取組については積極的に評価を行うとともに、

検証結果を次年度以降におけるレビューの実施方法の改善に反映 

・ 個々の事業の内容についても、点検が十分なものとなっているか、点検結果が概算要求

に反映されているかなどの観点からチェック 

・ 上記のチェック結果について、政府の予算編成に反映されるよう意見としてとりまとめ 

等の取組を行うこととし、このため、当会議の下にワーキングチームを設置する。 

 

５．その他の効果的・効率的なレビューの実施のあり方 

(1) レビューシートを概算要求の際の財政当局への提出資料とするなど、引き続き予算編成

に十分に活用する。また、レビューによる点検結果の概算要求や予算編成への反映につい

て、政府の予算要求の方針等に明確に位置づける。 

(2) 政策評価とレビューとの連携強化を進め、 

① 政策評価についても評価対象の重点化を行うとともに、政策評価において、レビュー

の対象事業がどの政策・施策に位置づけられているか明確にする。 

② 施策と事業との関係やそれぞれの評価について、国民が一覧して見ることができるよ

う、政策評価書とレビューシートのホームページ上の公表の仕方を工夫する。 

(3) レビューの取組が広く国民に知られるよう、国民への意見募集などを通じ、効果的・効

率的な周知・広報に努める。 
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(4) 各府省は、職員が、レビューの取組を通じ、厳格な事業の点検や積極的な事業見直しを

行った場合、当該職員の人事評価に適切に反映されるよう工夫を行う。 

 

６．今後の検討課題 

行政事業レビューを含め行政改革の取組にあたっては、各府省の事務負担にも配慮しつつ、

より効果的・効率的な取組となるよう、引き続き、積極的な改善に努めていく。 

このため、成果目標や活動指標の定量化のための技術、電子化による政策評価等と連携し 

た記入システムの構築などを検討するほか、国費が支出されている地方公共団体、独立行政 

法人等からの支出状況の点検に当たって、他の制度における対応も踏まえ、充実すべき事項 

や簡素化できる事項等について検討していく。 

また、レビューのような予算に関するPDCAサイクルの具体化の取組が地方公共団体等にも 

広がっていくことが期待される。 

 

 

（別添）事業の点検・見直しの視点・基準 

 

○国費投入の必要性の観点からの視点・基準 

 ・広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 

・地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 

 ・明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ 

ているか。 

 

○資金の流れ、費目・使途などの事業自体の効率性の観点からの視点・基準 

  ・競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。 

・受益者との負担関係は妥当であるか。 

・単位当たりコストの水準は妥当か。 

・資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 

・費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 

・不用率が高い場合は適切な理由があるか。 

  

○活動実績や事業効果などの事業自体の有効性の観点からの視点・基準 

・事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的に

又は低コストで実施できているか。 

 ・活動実績は見込みに見合ったものであるか。 

  ・整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 

  

○その他 

・類似事業があるか。他部局・他府省等と適切な役割分担・調整が図られているか。 
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（別紙２） 

 

 

行政事業レビュー実施要領 

 

 

１ 基本的な考え方 

行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）は、各府省自らが、自律的に、概算要

求前の段階において、原則全ての事業について、予算が最終的にどこに渡り（支出先）、

何に使われたか（使途）といった実態を把握し、これを国民に明らかにした上で、外部

の視点も活用しながら、過程を公開しつつ事業の内容や効果の点検を行い、その結果を

予算の概算要求や執行等に反映させる取組である。 

レビューは、行政の無駄の削減のみを目的とするものではなく、事業の効果的、効率

的な実施を通じ質の高い行政を実現するとともに、国の行政の透明性を高め、国民への

説明責任を果たすために実施されるものである。 

 

２ 体制整備 

（１）行政事業レビュー推進チーム 

① 各府省は、以下の構成を基本とした「行政事業レビュー推進チーム」（以下「チー

ム」という。）を設置し、レビューの責任ある実施に取り組むこととする。 

  統括責任者 ：官房長（官房長のない省庁にあっては総括審議官等同等クラス） 

  副統括責任者：会計課長及び政策評価担当課長 

  メンバー  ：各局総務課長等。その他、チームの果たすべき役割を踏まえ、地

方支分部局等を含めた関係者が連携・協力できるよう各府省で適

切に選任、参画させる。 

なお、各府省の判断により、統括責任者、副統括責任者をより上位の職位の者と

することができる。その場合でも、官房長（官房長のない省庁にあっては総括審議

官等同等クラス）、会計課長、政策評価担当課長はチームのメンバーとして参画す

るものとする。 

 

② チームは、以下の取組を行うものとする。 

ア 事業所管部局による行政事業レビューシート（以下「レビューシート」という。）

の適切な記入及び厳格な自己点検の指導 

イ 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴取 

ウ 外部有識者による公開の場での点検（以下「公開プロセス」という。）の対象 

となる事業の選定及び点検結果の聴取 

エ ア、イ及びウを踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び点検結果（所

見）のとりまとめ 

オ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

カ 当該府省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 
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③ レビューは各府省自らが、自律的に実施する取組であることに鑑み、チームは、

②に加えて、主体的かつ不断に創意工夫を重ねながら、レビューの実効性向上のた

めの取組を積極的に行うものとする。 

 

（２）行動計画の策定 

各府省は、毎年、４月上旬（平成２５年においては４月下旬）までに、当該年にお

けるレビューの行動計画を策定し、公表するものとする。行動計画には、当該府省に

おけるレビューの取組体制、取組の進め方、スケジュール等を定めるものとする。 

 

（３）事業単位の整理及び施策と事業との対応関係の明示 

各府省は、事務的経費、人件費等を除く全ての前年度の事業（同年度限りで終了し

た事業を含む。以下「前年度事業」という。）について、別途、内閣官房行政改革推進

本部事務局（以下「事務局」という。）が示す様式にしたがって点検の対象となる事業

の単位（以下「事業単位」という。）を整理する。 

事業単位の整理に当たっては、国民に対する説明責任を果たす観点から、事業内容

が国民にとってわかりやすいものとなるよう、特に留意するとともに、レビューと政

策評価の連携を確保するため、目標管理型の政策評価の対象となる施策と、当該施策

を構成する事務事業に係るレビュー対象事業との対応関係を明記する。 

なお、移替経費については、原則として、予算を計上した府省が、支出した府省の

協力を得て、レビューシートの作成、事業の点検（公開プロセスを含む。）を行うこと

とする。 

 

３ レビューシートの作成及び中間公表 

（１）レビューシートの作成 

① 各府省は、事業単位ごとに、別途、事務局が示す様式にしたがって、レビューシ

ートを作成する。 

 

② レビューシートの作成に際しては、以下の点に特に留意するものとする。 

ア 成果目標及び成果実績（アウトカム）並びに活動指標及び活動実績（アウトプ

ット）の記載に際しては、記載内容の客観性を維持するため、可能な限り具体的

かつ定量的な数値を記載する。 

イ 類似の事業がある場合は、「重複排除」欄に、その事業名、所管府省、所管部

局名等を記載するとともに、当該事業と類似事業の役割分担の具体的な内容を記

載する。この際、類似事業を可能な限り幅広い範囲で捉え、積極的に国民に対す

る説明責任を果たしていくものとする。 

ウ 予算に関する透明性を確保するため、予算の支出先やその費目・使途について

は、十分な把握を行うとともに、最終的な資金の受け手や予算の具体的な使途が

わかるよう記載する。特に、補助金等の交付により造成された基金や交付金につ

いては、これを徹底する必要がある。 
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エ 事業内容の理解に資する資料を適宜添付することは望ましい取組であるが、必

要な情報を効率よく伝達するため資料の分量は最小限のものとする。 

 

（２）事業所管部局による点検 

事業所管部局は、予算の支出先、使途、活動実績等を踏まえ、事業の厳しい点検を

行い、その結果をレビューシートにわかりやすく記載する。その際、事業にどのよう

な課題があり、その課題に対してどのように対応していくのかといった点検の具体的

な内容について、可能な限り具体的な説明を行うこととする。 

 

（３）中間公表 

レビューシートについては、事業の目的、概要、各年度の執行額、成果目標、事業

所管部局による点検結果、資金の流れ、費目・使途、支出先上位１０者リストなど記

入可能な事項を記入の上、 

① 公開プロセスの対象となる事業（以下「公開プロセス対象事業」という。）に係

るものについては、原則として公開プロセスの開始日の１０日前までに、 

② その他の事業（以下「公開プロセス非対象事業」という。）に係るものについて

は原則６月末、遅くとも７月上旬までに、 

各府省のホームページにおいて中間公表を行う。この際、レビューと政策評価の一覧

性に留意して、国民にとって分かりやすい公表を行うものとする。 

 

４ 外部有識者による点検 

（１）外部有識者の指名 

  ① 各府省は、外部有識者を複数名指名し、外部の視点を活用したレビューの実施に

取り組むものとする。 

 

② 外部有識者は、以下のいずれかの要件を満たす者の中から、過去の実績、職歴等

を勘案して指名するものとする。 

ア 予算の実際の使われ方など予算執行の現場に知見を有する者 

イ 行政全般、個別の行政分野の在り方等に識見を有する者 

ウ 独立行政法人や公益法人の仕組み、実態、問題等に知見を有する者 

エ 民間取引の実態や、地域や現場で生じている問題等に知見を有する者 

 

③ 外部有識者の選任や、外部有識者会合の意思決定等への関与にあたっては、特に

利益相反が生じることのないよう留意する。このため、外部有識者のうち、点検対

象事業の執行に関し利害関係がある者及び過去３年間において点検対象事業に関

係する審議会、検討会等の委員、専門委員等になっていた者は、当該事業に係る点

検を行うことができないこととする。 

 

④ 各府省が指名する外部有識者が②及び③に照らして不適当であると認められる場

合は、事務局は、各府省に対し、意見を述べることができる。 
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（２）外部有識者会合 

① 各府省は、（１）で指名した外部有識者によって構成される「行政事業レビュー外

部有識者会合（以下「外部有識者会合」という）。」を設置する。 

 

② 外部有識者会合は、外部有識者それぞれの特性や専門性を十分に活用しつつ、以

下の取組を行うものとする。 

ア 外部有識者による事業の効率的・効果的な点検のための調整 

イ 当該府省におけるレビューの取組状況の随時点検、必要に応じた意見の提出 

ウ 当該府省におけるレビューの取組を踏まえた、翌年以降の取組に向けた改善点

に関する意見の提出（レビューシート最終公表後） 

 

  ③ 外部有識者会合の議事概要及び資料は、事後に公表するものとする。 

 

（３）対象事業の選定 

① チームは、以下の基準のいずれかに該当する事業について、外部有識者に点検を

求める必要がある。 

   ア 前年度に新規に開始したもの 

イ 当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるなど、翌年度予算の

概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの 

なお、アに該当する事業であるものの、事業の執行が進んでいない、又は効果が

十分に発現していない等の理由により、外部有識者が十分な事業の点検を行うこと

ができず引き続き翌年も点検を実施する必要があると判断した場合、チームは、そ

の旨をレビューシートの所定の欄に記載するとともに、翌年も当該事業の点検を外

部有識者に求めるものとする。 

 

② チームは、①の他に、全てのレビュー対象事業が少なくとも５年に一度を目途に

外部有識者の点検を受けることになるよう、前年度事業の中から事業を選定し、外

部有識者に点検を求めるものとする。この場合、特に、 

・当該年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連する事業 

・前年度に事業内容が大幅に見直され、実施されたもの又は翌年度予算の概算要求

に向けて事業の大幅な見直しを検討しているもの 

・事業の執行に関して、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から問

題点を指摘されたもの等、外部の視点による事業の点検の必要性が高いと判断さ

れるもの 

を重点的に選定する。その際、対象事業数に年ごとの偏りが生じないよう選定を行

うこととする。 

 

（４）所見欄への記入 

チームは、外部有識者による点検の結果を、外部有識者の所見として、レビューシ
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ートの所定の欄に記入する。この際、外部有識者による事業の改善すべき点の指摘や、

検討すべき課題についての提案等を記載するものとする。 

 

（５）外部有識者への情報提供等 

各府省は、外部有識者が適切な点検を行えるよう十分な情報を提供するとともに、

外部有識者から資料の提供、ヒアリングの実施等の要請があった場合には、誠実かつ

迅速に対応するものとする。 

 

（６）外部有識者所見の取扱い 

各府省は、外部有識者の所見を概算要求に向けての事業の検討において活用すると

ともに、異なる対応を行う場合には、十分な説明責任を果たす必要がある。 

 

５ 公開プロセスの実施 

（１）対象事業の選定 

① チームは、４の（３）の外部有識者による点検の対象事業のうち、以下の基準の

いずれかに該当するものを公開プロセスの対象事業として選定することとする。 

ア 事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの 

イ 長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地

が大きいと考えられるもの 

ウ 事業の執行に関して、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から

問題点を指摘されたもの 

エ 当該年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数

も可） 

オ その他公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断されるもの 

 

② 公開プロセスを効果的かつ効率的に実施するため、原則として、事業単位で１億

円未満のものについては対象としないものとする。ただし、複数の１億円未満の事

業を一括りにして、その総額が１億円を超える場合や、１億円を超える事業の数が

限られている府省において、公開の場での外部の視点による検証を行うことが有効

と判断される事業がある場合はこの限りではない。 

 

③ 事務局は、各府省が選定した公開プロセス対象事業のほかに、又はその一部若し

くは全部に替えて、上記に照らし公開プロセスの対象に追加すべき事業があると判

断する場合、各府省に対し、対象事業の追加を求めることができる。 

 

④ 各府省は、公開プロセス対象事業の数を当該府省の外部有識者による点検の対象

事業数の多寡等を踏まえて判断する。また、公開プロセスの実施期間はおおむね１

～２日程度を目途に、事業数に応じて設定するものとする。なお、レビューの対象

事業数が少なく、かつ、①の基準に該当する事業がないと考える府省は、公開プロ

セスの取扱いについて、事業単位を整理する段階で、事務局に事前に協議を行うも



6 

 

のとする。 

 

（２）外部有識者の選定方法 

① 公開プロセスに参加する外部有識者は６名とし、各府省が３名を選定し、行政改

革推進会議の意見を踏まえて事務局が３名を選定する。各府省は、外部有識者から

とりまとめ役を指名する。 

 

② 各府省においては、４の（１）で指名した外部有識者が公開プロセスに参加する

ことを基本とするが、やむを得ない事情がある場合は、同じ基準で外部有識者を追

加的に指名し、公開プロセスに参加させることができる。 

 

（３）事前勉強会及び現地ヒアリングの実施等 

各府省は、公開プロセスの実施に先立ち、外部有識者に対し、公開プロセス対象事

業に係る事前勉強会及び現地ヒアリングの機会を随時提供するとともに、外部有識者

から資料の提供、現地ヒアリングの実施等の要請があった場合には、誠実かつ迅速に

対応するものとする。 

 

（４）公開プロセスの進め方 

① 公開プロセスは、６月上旬から中旬までを目途に実施することを原則とする。 

 

② 公開プロセスは、チームの統括責任者又は副統括責任者の進行の下で実施する。

進行役は、それぞれの事業の点検の冒頭に論点を説明するとともに、議事の公正な

進行に努めるものとする。 

 

③ 公開プロセスは、一般傍聴までは要しないものの、インターネット中継等により

公開性を担保する。また、結果及び議事録を事後に公表するものとする。 

 

④ 公開プロセスにおける点検・議論は、無駄の削減の観点だけでなく、より効果の

高い事業に見直すとの観点から熟議型により行うこととする。 

外部有識者は、公開の場における事業所管部局との質疑及び意見交換を経た後、

「事業全体の抜本的改善」、「事業内容の改善」又は「現状通り」の３つのいずれか

に投票する。それぞれの選択肢の基本的な考え方は以下のとおり。 

・事業全体の抜本的改善：上位の政策、施策に照らして事業を実施する必要性が認

められない場合や、事業全体として資金が効率的に使われていない又は効

果が薄いなど、廃止も含めた事業の在り方の抜本的な改善が必要と判断さ

れる場合等 

・事業内容の改善：資金が効率的に使われていない又は効果の薄いメニューが含ま

れているなど事業内容を見直す必要がある場合等 

・現状通り：特段見直す点が認められない場合等 
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⑤ とりまとめ役は、票数の分布、外部有識者のコメント、質疑及び議論の内容等を

総合的に勘案して、評価結果及びとりまとめコメントの案を提示する。外部有識者

は、提示された評価結果及びとりまとめコメントの案に対し意見を述べることとし、

それらの意見を踏まえ、とりまとめ役は、必要な修正を加えた最終的な評価結果及

びとりまとめコメントを公表するものとする。 

評価結果は、外部有識者の評価において最も票数が多い選択肢とすることを基本

とするが、票数の分布等に鑑みてそれが適当でない場合には、一致した評価結果を

示さず、票数の分布を紹介することとして差し支えない。 

とりまとめコメントは、改善を検討すべきポイントや事業見直しの方向性を簡潔

に説明するものとする。外部有識者の意見が一致しない場合には、複数のコメント

を併記することとして差し支えないが、その際には、それぞれのコメントが何名の

外部有識者の同意を得たものなのかを明らかにするものとする。 

 

  ⑥ チームは、公開プロセスの評価結果及びとりまとめコメントを、レビューシート

の所定の欄に記入するものとする。 

 

（５）結果の取扱い 

評価結果及びとりまとめコメントは、事業見直しの方向性や見直しの内容を外部の

視点から提示するものであって、概算要求に当たっての各府省の判断を示すものでは

ない。しかしながら、公開の場での議論の結果であることを踏まえ、各府省は概算要

求に向けての事業の検討において尊重するとともに、異なる対応を行う場合は、十分

な説明責任を果たす必要がある。 

 

６ チームによる点検（サマーレビュー）及び概算要求等への反映 

（１）点検を行う体制 

点検を行う事業の数が数百にも及ぶような府省においては、事業の十分な点検を行

う観点から、チームの下に複数のワーキングチームを設け分担して点検を行うなど、

厳正な点検を効率的に行える体制を整備するものとする。 

 

（２）所見欄への記入 

チームは、点検結果を所見としてレビューシートの所定の欄に記入するものとする。

この場合、５の（４）の④に定義されている「事業全体の抜本的改善」、「事業内容の

改善」又は「現状通り」との評価結果を明記した上で、具体的な所見を記入するもの

とする。 

 

（３）概算要求等への反映 

各府省は、チームの所見を翌年度予算の概算要求や予算執行等に的確に反映するも

のとする。この際、国民への説明責任を果たす観点から、チーム所見を踏まえてどの

ように検証を行ったのか、どのように改善を行ったのかなど、その反映状況等につい

て、レビューシートの所定の欄にわかりやすく記述するものとする。 
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７ 点検結果の最終公表 

（１）レビューシートの最終公表 

各府省は、チームの所見と所見を踏まえた事業の改善点、翌年度予算概算要求にお

ける要求額等を記入したレビューシートを、概算要求の提出期限までに公表するもの

とする。この際、レビューと政策評価の一覧性に留意して、国民にとって分かりやす

い公表を行うものとする。 

 

（２）概算要求への反映状況の公表 

各府省は、チームの所見の各事業への反映状況や反映額の総額等をとりまとめ、事

務局が別途示す様式に記入の上、レビューシートの最終公表後１週間以内に公表する

ものとする。 

 

８ 新規事業及び新規要求事業の取扱い 

（１）レビューシートの作成、公表 

 各府省は、前年度事業のほか、 

・当該年度に新規に開始した事業（以下「新規事業」という。） 

・翌年度予算概算要求において新規に要求する事業（以下「新規要求事業」という。） 

についても、レビューシートに事業の目的、概要、成果目標・成果実績、活動指標・

活動実績、単位当たりコストなど記入可能な事項を記入の上、 

・新規事業については、前年度事業と同じ時期に、 

・新規要求事業については、翌年度予算概算要求の提出期限後２週間以内を目途に、

公表を行う（新規要求事業については中間公表を要しない。）。 

   なお、新規事業は、前年度事業と同時期に、別途、事務局が示す様式にしたがって

事業単位を整理するものとする。 

 

（２）チームによる点検及び概算要求等への反映 

① 新規事業及び新規要求事業については、事業の必要性、効率性及び有効性の観点

から、計画が適切に立てられているか、資金が効率的、効果的に用いられる仕組み

となっているか等について点検を行うほか、十分な情報の開示など透明性が確保さ

れているか等について点検を行い、点検結果を所見としてレビューシートの所定の

欄に具体的に記入する。 

 

② 各府省は、チームの所見を概算要求や予算執行等に的確に反映するとともに、チ

ームの所見の各事業への反映状況や反映額の総額等をとりまとめ、事務局が別途示

す様式に記入の上、 

・新規事業については、レビューシートの最終公表後１週間以内に、 

・新規要求事業については翌年度予算概算要求の提出期限後２週間以内を目途に、 

それぞれ公表するものとする。 
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９ 行政改革推進会議による点検等 

（１）レビューシート最終公表後の点検 

行政改革推進会議は、各府省の点検が十分なものとなっているか、点検結果が的確

に概算要求に反映されているか等についてチェックを行い、必要に応じ、チェックの

結果が予算編成過程で活用されるよう意見を提出するものとする。 

 また行政改革推進会議は、各府省の優れた取組を積極的に評価し、レビューの実施

方法の改善に活用する。 

 

（２）レビューの取組に係る行政改革推進会議への報告等 

 各府省は、行政改革推進会議からの求めに応じ、同会議にチームの取組や公開プロ

セスの実施等のレビューの取組に係る報告等を行うものとする。 

 

１０ その他重要事項 

（１）国民からの意見募集 

事務局は、公表されたレビューシートを元に、事業の見直しに関する国民からの意

見募集を行い、結果を各府省に伝達するとともに、行政改革推進会議によるレビュー

シート最終公表後の点検に活用するものとする。 

 

（２）人事評価への反映 

各府省は、職員が、レビューの取組を通じ、厳格な事業の点検や積極的な事業見直

しを行った場合、当該職員の人事評価に適切に反映されるよう工夫を行うものとする。 

 

（３）政策評価との連携 

① レビューは、事業レベルでのＰＤＣＡ（Plan：企画・立案、Do：執行、Check：評

価・検証、Action：反映）サイクルの具体化を図る取組であり、政策・施策レベル

におけるＰＤＣＡサイクルの基盤である政策評価と連携して取り組むことにより、

より効果的、効率的に推進していく必要がある。 

 

② このため、各府省は、以下のような取組を進めていくことが推奨される。 

ア 合同のチームによるレビューと政策評価の一体的な推進 

イ レビューの外部有識者会合と、政策評価に関する外部の有識者によって構成さ

れる同種の会合の合同開催 

 

（４）ルールの追加等 

本ルールのほか、レビューの実施に必要な事項は、事務局から随時提示し、各府省

においては、事務局と調整しながらレビューを実施するものとする。 

行政改革推進会議は、本ルールや事務局から提示された事項に則してレビューを行

っていない府省があると認める場合は、必要な改善が行われるよう意見を提出するも

のとする。 



 

 

 

（別紙３） 

 

 

基金シート実施要領 

 

 

１ 基金シートの作成、公表 

各府省は、補助金や出資等により造成された特定の基金（地方公共団体への補助金等

により造成された基金を除く。）を活用し、特定の事業を実施している場合、当該基金の

執行状況等について点検を行うとともに、別途内閣官房行政改革推進本部事務局（以下

「事務局」という。）が示す様式にしたがって基金シートを作成し、決算を踏まえ、７月

末を目途に公表を行う。 

 

２ 行政改革推進会議による点検等 

（１）行政改革推進会議は、必要に応じ、各府省の公表内容等が十分なものとなっている

かについて、チェックを行い、意見を提出するものとする。また、各府省の優れた取

組があれば、積極的に評価を行う。これらを通じ、基金シートの作成・公表方法の改

善に活用する。 

（２）各府省は、行政改革推進会議からの求めに応じ、同会議に報告等を行うものとする。 

（３）本実施要領のほか、基金シートの作成・公表等に必要な事項は、事務局から随時提

示する。 
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